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エイブルネットワーク野洲店における差別発言事件第二回対策会議次第

同 時2012年 1月 19日 (木)
午後 7時 30分～

場 所・野洲市市民交流センター

ヽ

〔1〕 開会あいさつ

県連・県 〔住宅課〕

〔2〕 自己紹介

〔3〕 事件に対する企業 G行政の見解の報告

〔5〕 今後の取り組みについて

エイブルネットワァク 〔株式会社アー トホームサービス〕、Yさん、Wさん

株式会社パナホーム滋賀、Sさん

(社)滋賀県宅地建物取引業協会

的 全日本不動産協会滋賀県本部 ′
県、野洲市、栗東市t湖南市、草津市

〔4〕 見解に基づいての意見交換    負 I

s将 りヽる●参ぞ̀ドふ島ナヽ′け
`ヌ脅涵ろ′ゝウ砕八犠 守

p多、L
拷ちじカウbした

〔6〕



①
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嗜理 →湖為ち

2011年 12月 27日

エイブルネットワーク 様

部落解放同盟滋賀県連合会

執行委員長 藤野政信
差別事件糾弾闘争本部

本部長 山口敏樹
《公印省略》

エイブルネットワーク野洲店における差別発言事件第二回対策会議の

開催について

部落問題の解決に向けた取り組みに対して敬意を表します。

さて、標記の件について下記の日程で開催します。

公私ともに大変お忙しいとは存じますが出席のほどよろしくお願いいたします。

出席者

′      記

エイブルネットワーク野洲店における差別発言事件第二回対策会議

2012年 1月 19日 (木) 午後 7時 30分～
野洲市 市民交流センター (有隣館)

野洲市北比江 85  tel.077-589-5000

滋賀県 。南部環境総合事務所・甲賀環境総合事務所

野洲市、湖南市、栗東市、草津市 。草津市人権センター

(公財)滋賀県人権センター

部落解放同盟滋賀県連合会・草津市協議会 。びわこ南部地協・和田支部

エイブルネットワーク、パナホーム滋賀

〔社〕滋賀県宅地建物取引業協会、〔社〕全日本不動産協会滋賀県本部

①第二回対策会議を踏まえて今回の差別事件に対する見解について。

②今後の取り組みについて

③その他

各機関団体は見解書のコピーを50部印刷して当日会場に持参してください。

以上

議 題

称

時

所

名

日

場

その他



A不動産業者Y店における差別発言事件について

平成24年 (201‐ 2年 )1月 19日

滋    賀.   県

は じめに           ′    :|.        1

住宅の供給に関しでは、́平成 8年 (1996年 )の第2回国連人間居住会議にお

いて、居住権に係る基本的人権にっいて論議され、これに伴う取組が国際的

、にも1進められてきた。我が国においても、低額所得者や高齢者、障害者など
,

|の住宅確保:要配慮者に対し、賃貸住宅の供‐給促準を図り、もつて生活の安定

向上と社会福祉の増進を図ることを目的とした I住宅確保要配慮者に対する

賃貸住宅の供給の促進に関する法律」、いわゆる「住宅ヤーフティネット法」

が平成 119年 (2o07年 )に施行されたところである。    :
一方、本県においては、宅地建物取引業者 (以下、「宅建業者」という。)

による「同和地区問い合わせ差llj事件」を契機として、全国に先駆けて「滋

‐賀県宅1地建物取弓「業における人権問題に関する指1針J(以下「指‐針」:と いう。)

を策1定し、県内のすべての宅1建業者にその遵守を求めてきたところである。

また、社団法人:滋賀県宅地建物取引業協会および社団法人全日本不動産協

会滋:賀県本部
´
(以下「業界団‐体」・ という。)においても、1構成員に対し、同

和問題をはじめとするあらゆる人権課題の解決をめざした業界団体独自の研

1修や啓発濃動:が準められてきたと.ころ
―である志    1    1

11こ ぅした中、1今回
=:じ

た事件.は|:宅建1業者が1、 伸介しようとする賃貸物件

が「同和地区に所在するから家賃が安い」と―いう発言を行うたものであり、

1差別を助長 ,拡散する行為であつた:こ の行為はt‐ 過去の不.動産にかかる差

場lJ41件
―
をぁま・え、これまで県|が取り組んできたけ修 `啓発が実践に結びつか

ず、功な奏していないことを示す事件であると認識し、:重く受け止めている6-―

もとより、宅建業者は1憲法で保障された居住 ,移転の自由にかかう重要

■な業務に1従事してお:り こそ
―
の,執行においてはヾよ|り 高度な社‐会的責任と信頼

1性を要求さ|れていることを自覚|し tあ―らゆる人権FH5題へのIEしい理解とその

実践が図られるよう期待していたにも関わらず、このような事件を起こした

‐こ,と は誠に1遺憾であ る。■ ■1 1 1‐  ■    ■   ‐

■1=



1 問題の概要
(1)発生時期
(2)発生場所 `

(3)発 1言 者
(4)関 係 者
(5)内  容

平成22年 (2010年 )11月 23日 (火 )16時頃
A不動産業者Y店   ‐
A不動産業者Y店従業員 B tt      J
草津市内勤務 ム氏
A氏が住居を求めてA不動産業者Y店を訪れ相談してし`た
ところ、従業員であるB氏から
「こあ―物件|〈費費■シジ薔ン)は新築お4月 1自 から入居
可能8‐ 設備がよく立1地もょい。ただ蒙‐賃が安い:ど うし
てかというと、昔、部落があらたところなんです。最近

は僕あ友達‐も住んでヽ るヽが:00う て―しヽぅ.場1所 :なんで安
いんです

`」

とい
.ぅ

発言があらた:・

要因 と背景

(1)人権問題に対するA不動産業者わ認識にづいて  ― ■  ―
‐A不動産業者は(宅建業を営むにあたり必要な通知・通=達は保管.されて
=お り、
1県
が策定した指針|も免許更新|の

1際の資・料どして保1管はされて.いた
|が tその内容が確認されていたかどうかは'定かではなく、また社内にお
i ける人権研修が行われておらず、結果として県の指針が生か.されず、人
:権意識が希薄であうたと言わざるを得なぃ。       ● ‐■.

今回、差別発言をした従業員B氏は、その理‐由として、1賃貸物件の管理
‐■会社であるP社の指示が'あちたと証言し|ており、当:時のB氏の上司であ
11ったC氏も同様のことを証言している:||‐    |  ・ :

B氏は、:地元で育ち、1賃貸物件のある地域が同オロ地区であることは承知
していてt「‐自分も人権にういては理解している

.うもりであるが、・ 管:理会

― 社の指示|も あり、ど'こ|まで説明するめか難しいが、説明した」と話
｀
して.

いる
` |   | 

‐ |‐ l  ・  11・   .   : ■|

'|‐

■管理会1社の指示|と はいえ、その指示‐内容をお客様に話すこ老が同1和地区
に対する偏見を助長■拡散するものであるとぃう認識がB氏には不足し
ていたと言える。

また、A不動産業者の他の従業員も、管理会社の1指示内容に対する問題
:点
を何ら指摘できておらず、企業としての人権問題解決合の体質の弱さ

を露皇したものであったら

(2)人権問題に対するP社の認識について
A不動産業者に指示した管理会社のP社は、当初は「これまで地元市や

=2‐



宅建協会の人権研修にも参力日してきており、当社は人権問題を起こすよ

うな体質はない」と否定していたが、その後の従業員D氏の間き取りの

中で、指示した事実を認め、その指示は、D氏の判断によるものである
‐ことが判明した。しかしながら、D氏の指示はP社を代表する発言と捉

える.べきであり、加えてP社は、、企業内での人権研‐修.:啓‐発が十分行わ

れているとは言えない状況であつたことから、P社全体の問題として受

け止めざるを得ない。    :
また、P社は、今回の賃貸物件の建設も請け負つており、その受注後に

おいて、当該物件が同́和地区に所在するとい う情報が社内にあつたと認

めている。そ―うした情報があつたにもかかわらず、社内において問題視

されず白浄作用が働いていない点も深く反省すべきである。

3 問題点

(1)宅建業者に対する県の指導について
´県では(平成 4年 (1992年 )の同和地区問い合わせ事件を受け、宅建業者

の意識1調査を行い、研修等に取り組んできたにもかかわらず、平成 16.年
(2004年 )にはS社による不動産物件差男甘問い合わせ事件が発生したこ

とから、全国に先駆けて指針を策定し、これを遵守する
・
よう宅建業者

`

業界団1体等に対して周知徹底を図つてきた。      :
●しかし、1平成●81年 (2006年 ),に実施した

:宅建業者を―対象とした人権問題

実態調査 (以下、「実態調査」tと いう。)では、回答のあつ.た宅建業者の

うち約 2ヽ割から:「指針を知らない」:との回答|が あ|り 、またヽ 4分の 1の

11業者が、1取引物件が同和llL区
:で
あるかどうかの'問い合わせを受けたこと

があるといらたことや(1約 14害1の業者が_向
.和
地区であるかどうかを教

‐えることについて「差別かどうか一概
‐に言えない」と回答|しており、こ

あことは(今回のよ
―
うな―差別事件が :ヽAI不動産業者だけでなく、他の業ヽ

者においても起こる可能性があることを示している。   ́|
.これま|で、毎年実施‐する1宅地建物取引業従事者研修会や宅地`難物取引主

任者に対する法定講雪|を通 じヽ 1同1和問題をはじめとする人権問題研修を

組み込むとともに、宅地建l物取引等の免許交付 (新規・更新)時にも、
｀
啓発資料,と どもに指針を手渡・し、1宅建業者としての適正な対応を求め、

.指導してきたが、,これ,ら が十分浸透.しておらず、ァ部に形式的な受け止

めがなされていたと言わざるを得ない。          :

(2)業界団体に対する県の指導について         ■

t 県においては、業界団体に対しt人権 F・5題に関する研修・の「実施やその推

■3-



進組織の設置について指導し、業界団体においては、人権啓発推進委員
■会|や教育研修

1部|を設置して、人権啓発担当の役員を配置するととともに、

本1部 または支部での研修会―を毎年開催して、会員の人権研修に取り組ん

できたところであるが、その取組も‐部で形骸化していたと言わざるを
●:得ず、社

‐会的責務としての宅産業者の役割を自覚させるまでには至つて
‐
いなからたと考える。     i

4 今後の取組について -1                1

(1)宅建業者や業界団体への指導等について
 ́ 同和問題をはじめとする人権問題の解決を図るため、関係機関、業界団
体と連携・'協力しながら、次に掲げる事項に積極的に取り組んでいくこ  F
ととする。                           .
① 指針の周知について
指針について、宅建業者・業界団体に対し、今回.の事件をふまえた取

組の徹底を図るよう改めて配布し、その主旨・内‐容を周知するととも
―
に、1指針をより実効性の:あ るものとするため、県が行 う研:修会や事務

所調査1等 を通じて繰り:返し確認していく6
1●また、こうした指‐針や宅地建‐物取号|における人権1問題の取組について

県民に啓発するよう工夫していく。
1‐ ②・指針や実態調:査の1結果を踏まえ、実効ある研修 ,啓発の実施や指導を
:■

|‐強化する:■    ' . 1  ‐        :  |
・ ‐アー県が行う・宅地建物1取引業従事者研修会に参加した宅建業者ほど人権 ヽ

1問題に対する:意識が高,いという実態調番結果からtl全ての宅建業者が  (
‐参加で
―
き:る よう受講機会

―の1確保と受講の1徹底に努めるとともに、今回
の事件を含め土地1差別事件や入居拒否問題等の具体的な事例を取り上

‐    ‐げながら、受1講者の1問1題意識‐|こ直接結びづくよ―う研修内容の充
.実
を図.

―  る。       1  1    1
■■|●ま

.た
、‐1研修会においでアンタ|■ 卜調査等により効果測定に努め,る と

■■■
‐
ども,に 1ヽ受講者に対しては研修内1容の'理解がより深まるよう工夫をし
‐ てセ`く。・ ■| ‐‐   ‐ | :| ‐ |

1 イ■宅1地建物1取亭1主任者に受1講を義務づけている法定講‐習においては、  |
:   業界1団体:ど協力して:人権問題に係る研修を引き続き組み入れながら実 ■

施していく。      :‐ ■  ‐              ■|

ウ 宅地建物取引において、お客様と接するときに留意すべき人権問題 ,|■
黎 説するな諄 雑 料猜 実Ц 潮 酢 と

鷲 l:憲[「璽彙菖 |:宅.建
「
業者の自主的な資質向,上への取組を促してい

■4■



体が作成した1人権啓発に関する指針が実効ある取り組みどなるよう促

していく。             ・
三 1県は、業界団体に対して教材や情報を積極的に提供し、研修会の開

催方法や内容について必要な助言を行うとともに、業界団体内部での

「
1指導者の養成はもと'よ

―
り、教育研修組織の活動強化を図る:ょ う指導す

るも    ‐`            1:‐    |_‐ ‐  ■ 1

オ 業1界団1体がi主体的に
'自
らギの1機関誌等の1広報媒体を活用してt,各会員

に対する啓発を強イヒするよう指導
:する。  ■‐|  ‐

‐_力 県は、業界の自主規制団体である (社)近畿地区不動産公IE取引協
1議会等と連携しながら、宅建業'者や業界団体に対し人権侵害を助長す: 
るような行為が行われな

'｀

よう.指導する。.‐ ■

キ 県は、そのホームペニジに指針や実態調査結果等関連情報を掲載し、
宅建業者や業界団体の自主的な活動を支援する。

‐

ク 県は、毎年実施する宅建業者の事務所調査において、指針の常備や
指針に定めている3つの責務 (「信頼性の確保」、「取引物件の調査等」、

「入居機会の確保」)について確認し、必要な指導を行う。

また、業界団体に委託して実施する事務所調査においても、指針に

:あ る .「宅地建物取引業者の責務」の事務所内掲出を指導し、社会的責

務の自覚とともに、従事者や関係者に対する指針の徹底について配慮

されるよう指導する。       ′

③ 宅地建物取引に係る人権相談について
宅地建物取引における同和問題や高齢者、障害者、外国人等の人権に

係る相談への対応にらしヽては、県はもとより滋賀県不動産取引業協議

会が蓮営する木動産無料相談所や滋賀県人権センター等関係機関が、

より■層連携を密にして対応する。、

④ 宅地建物取引業法の運用について
'

宅地建物取引において人権問題が発生した場合は、これまでから国や
ヽ

県の通知をふま―え、宅地撃物肇引業の催全な運営を確保するため、宅

地建物取引業法:第 71条の規定に基づき、必要な指導を行ってきたと

ころであるが、今回の問題を真摯に受け止め、業界団体や宅建業者t`
, 改めて通知し、周知徹底を図つていく。

(2)県民啓発について
‐ 今回の事件の要歯には1同和地区の土地を差別的に忌避する購買者 (県
民)の意識があると考え'られる。|こ のため、今なお残るこれらの社会意識

としての差別意識の解消を図るた、め、県民が同和問題を正しく理解し、そ

■57



一
■
一
〓

の解決は自らの課題である・との意識|をも,て、差別をなく―す実践が促され

るような啓発活動を∵層積極的に、ねばり強く推進する。

・ |1藩発活勤の推進にあたつて

'ま

、|この事件から
'学
|び |ヽその教訓|を啓発・研

修の1教材,どして生かしていくらiま|た 1ヽ啓発方法にっヤヽては■統|■的な企画

コーンセープ|卜のしど:テ レー|ヽ11新聞 .ヽイ ンタすネ|ッ ト:‐な|ど様夕な1媒体や手法

を組み合わせ実施する人権啓発メディアミツクス事業や、啓発イベントの

1開催などを通じて11環1民‐の気|づきを喚起し、‐‐感性:に直接訴|えてかけていく

よう、常に啓売方法の工夫■改善に努|める:■■‐■■ ‐|´
11さら1薇

i.こ
の|ような啓発活動が地域に密着してtlよ|り 効果的に展開

｀
でき

|る .よ
―うtl市町に|おける1啓発活

.動 ど連携を図リーながら、1月TII冊題をはじめ:と

する様々な人権問題に関する1県民の人権意識の情揚―を,図‐る′61

一
暮
〓

一毒
一理

■6‐


